
○ 市町村長は、法定受託事務として、住民票コードを変換して得られる個人番号を指定し、通知カードにより本人に通知。盗用、漏洩等の
被害を受けた場合等に限り変更可。中長期在留者、特別永住者等の外国人住民も対象。

○ 個人番号の利用範囲を法律に規定。①国･地方の機関での社会保障分野、国税･地方税の賦課徴収及び災害対策等に係る事務での利用、②
当該事務に係る申請･届出等を行う者（代理人･受託者を含む。）が事務処理上必要な範囲での利用、③災害時の金融機関での利用に限定。

○ 番号法に規定する場合を除き、他人に個人番号の提供を求めることは禁止。本人から個人番号の提供を受ける場合、個人番号カードの提
示を受ける等の本人確認を行う必要。

○ 番号法の規定によるものを除き、特定個人情報（個人番号付きの個人情報）の収集･保管、特定個人情報ファイルの作成を禁止。
○ 特定個人情報の提供は原則禁止。ただし、行政機関等は情報提供ネットワークシステムでの提供など番号法に規定するものに限り可能。
○ 民間事業者は情報提供ネットワークシステムを使用できない。
○ 情報提供ネットワークシステムでの情報提供を行う際の連携キーとして個人番号を用いないなど、個人情報の一元管理ができない仕組み

を構築。
○ 国民が自宅のパソコンから情報提供等の記録を確認できる仕組み（マイ･ポータル）の提供、特定個人情報保護評価の実施、特定個人情

報保護委員会の設置、罰則の強化など、十分な個人情報保護策を講じる。

○ 国税庁長官は、法人等に法人番号を通知。法人番号は原則公表。民間での自由な利用も可。

個人番号

個人情報保護

法人番号

○ 市町村長は、顔写真付きの個人番号カードを交付。
○ 政令で定めるものが安全基準に従って、ＩＣチップの空き領域を本人確認のために利用。（民間事業者については、当分の間、政令で定

めないものとする。）

個人番号カード

○ 個人番号及び法人番号の利用に関する施策の推進は、個人情報の保護に十分に配慮しつつ、社会保障、税、災害対策に関する分野におけ
る利用の促進を図るとともに、他の行政分野及び行政分野以外の国民の利便性の向上に資する分野における利用の可能性を考慮して行う。

○ 法施行後３年を目途として、個人番号の利用範囲の拡大について検討を加え、必要と認めるときは、国民の理解を得つつ、所要の措置を
講ずる。

○ 法施行後１年を目途として、特定個人情報保護委員会の権限の拡大等について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずる。

基本理念

検討等

社会保障・税番号制度の概要
～行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律案～



個人番号の主な利用範囲 ⇒社会保障、税、災害対策分野等の事務で利用
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⇒年金の資格取得･確認、給付を受ける際に利用。

○児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する事務
○母子及び寡婦福祉法による資金の貸付け、母子家庭自立支援給付金の支給に関する事務
○障害者総合支援法による自立支援給付の支給に関する事務
○特別児童扶養手当法による特別児童扶養手当等の支給に関する事務
○生活保護法による保護の決定、実施に関する事務
○介護保険法による保険給付の支給、保険料の徴収に関する事務
○健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律による

保険給付の支給、保険料の徴収に関する事務
○独立行政法人日本学生支援機構法による学資の貸与に関する事務
○公営住宅法による公営住宅、改良住宅の管理に関する事務 等

○国民年金法、厚生年金保険法による年金である給付の支給に関する事務
○国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法、私立学校教職員共済法による年金

である給付の支給に関する事務
○確定給付企業年金法、確定拠出年金法による給付の支給に関する事務
○独立行政法人農業者年金基金法による農業者年金事業の給付の支給に関する事務 等

○雇用保険法による失業等給付の支給、雇用安定事業、能力開発事業の実施に関する事務
○労働者災害補償保険法による保険給付の支給、社会復帰促進等事業の実施に関する事務 等

⇒医療保険等の保険料徴収等の医療保険者における手続、福祉分野の給付、生活保護の実施等
低所得者対策の事務等に利用。

⇒雇用保険等の資格取得・確認、給付を受ける際に利用。ハローワーク等の事務等に利用。

上記の他、社会保障、地方税、防災に関する事務その他これらに類する事務であって地方公共団体が条例で定める事務に利用。

税分野

災害対策
分野

⇒国民が税務当局に提出する確定申告書、届出書、調書等に記載。当局の内部事務等に利用。

⇒被災者生活再建支援金の支給に関する事務等に利用。



行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律案の概要

行政事務を処理する者が個人番号及び法人番号の有する特定の個人及び法人その他の団体を識別する機能を活用し、並びに当該機能に
より異なる分野に属する情報を照合してこれらが同一の者に係るものであるかどうかを確認するための情報システムを運用して、効率
的な情報の管理及び利用並びに他の行政事務を処理する者との間における迅速な情報の授受を行うことができるようにするとともに、
これにより、国民が手続の簡素化による負担の軽減、本人確認の簡易な手段その他の利便性の向上を得られるようにするために必要な
事項を定めるほか、特定個人情報の取扱いが安全かつ適正に行われるよう行政機関個人情報保護法等の特例を定めるもの。

Ⅰ．総則

Ⅱ．個人番号

Ⅲ．個人番号カード

Ⅵ．特定個人情報保護委員会

Ⅶ．法人番号

Ⅷ．雑則

Ⅸ．罰則

目的、定義、基本理念、責務等（１条～６条）

指定・通知・変更、番号の生成（７条、８条）
利用範囲（９条）
再委託、委託先の監督（10条、11条）
個人番号利用事務実施者等の責務（12条、13条）
提供の要求（14条）
提供の求めの制限（15条）
本人確認の措置（16条）

個人番号カードの交付、利用（17条、18条）

１．特定個人情報の提供の制限等

２．行政機関個人情報保護法等の特例等

行政機関個人情報保護法等の特例（29条）
情報提供等の記録についての特例（30条）
地方公共団体等が保有する特定個人情報の保護（31条）
個人情報取扱事業者でない個人番号取扱事業者が
保有する特定個人情報の保護（32条～35条）

１．組織

２．業務

３．雑則

委員会の設置、任務、所掌事務、職権行使の独立性、
組織等（36条～40条）
委員長及び委員の任期等、身分保障、罷免（41条～43条）
委員長（44条）、会議（45条）、事務局（46条）
政治運動等の禁止（47条）
秘密保持義務（48条）、給与（49条）

指導及び助言（50条）、勧告及び命令（51条）
報告及び立入検査（52条）
適用除外（53条）
措置の要求（54条）
内閣総理大臣に対する意見の申出（55条）
国会に対する報告（56条）

規則の制定（57条）

通知等（58条）
情報の提供の求め（59条）
資料の提供（60条）
正確性の確保（61条）

指定都市の特例（62条）
事務の区分（63条）
権限又は事務の委任（64条）
主務省令（65条）
政令への委任（66条）

附則

施行期日（附則１条）
準備行為（附則２条）
経過措置（附則３条、附則４条）
政令への委任（附則５条）
検討等（附則６条）

別表第一（利用範囲（９条）関係）

別表第二（提供制限（19条）関係）

罰則（67条～77条）
Ⅳ．特定個人情報の提供

２．情報提供ネットワークシステムに
よる特定個人情報の提供

特定個人情報ファイルを保有しようとする者
に対する指針（26条）
特定個人情報保護評価（27条）
特定個人情報ファイルの作成の制限（28条）

特定個人情報の提供の制限（19条）
収集等の制限（20条）

情報提供ネットワークシステム（21条）
特定個人情報の提供（22条）
情報提供等の記録（23条）
秘密の管理（24条）
秘密保持義務（25条）

Ⅴ．特定個人情報の保護

１．特定個人情報保護評価
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・年金に関する相談・照会

○税分野
・申告書・法定調書等への記載

○災害対策分野
・要援護者リストへの個人番号記載
※ただし、事前に条例の手当てが必要
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社会保障・税番号制度の導入に向けたロードマップ（案） （H25年通常国会法案成立・H28年利用開始）


